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2017春季要求回答交渉
当局の本気度に疑問！！数値目標の基準はログ（実超勤）時間でなく手当支給時間
システムの不具合等による実害のフォローを！

障害者が安全に通行できる渡り廊下の改善を
実超勤時間を削減するのではないのか？
　回答交渉の中で、当局の働き方改革「29年度取組方針」の数値目標（月80時間超の職員ゼロ等）の基準は、パソコンログで把握する実超勤時間ではなく、「事前命令（手当支給）時間」と回答しました。

　周知の通り、手当支給対象時間と実超勤時間は乖離しています。だからこそ、県労連確定交渉において、長時間・過重労働の実態を把握するために、パソコンログを活用することを確認したはずです。

　つまり、仮に80時間ゼロを達成したとしても、それは手当支給上の時間のことで、実際には「80時間超」の職員が残る可能性は大ということです。

なぜ組合にログ情報を提供できないのか？
電通や三菱電機での問題や庁内での様々な問題を踏まえ、当局は確定交渉において、県労連との間で「パソコンログで労働時間を把握する」、「組合とも情報共有する」、「引き続き組合と話し合いを続ける」、と確認したはずです。

今さら「公表すると悪い影響がある」「現時点で公表することは考えていない」という回答は、労使の信頼関係を損なうものであり、「組合に真実を隠したいのか？」との疑念がわきます。

総務省の今年2月の通知でも、労働時間把握の原則の一つとして「パソコン使用時間の記録」を挙げています。当局が本気で長時間・過重労働を解消する気があるのなら、労使で情報を共有し、それぞれの立場で改善策を模索することが必要です。

パソコンログの開示を強く求めます。

システム不具合による実害対応と責任の明確化を
　現在、新人給システムの不具合により様々問題が起きています。（不思議に記者発表されませんが）

通勤手当では、異動前の所属で支給されている職員がいます。実際より多い場合はともかく、少ない場合、特に給料の少ない若年層では、定期代を捻出するのも大変です。

　また、システム担当者も「3月は200時間の超勤。4月に入っても変わらない。」という過重労働の実態を強いられています。

　当局は「正常化を最優先する」としていますが、正常化へのスピードを落としてでも、システム担当の過重労働の解消や、システム不具合に関連した実害への対応の検討を優先させるべきです。

　その上で、この事態の想定もできず、有効な対策の準備もない幹部職員の責任を明確にすべきです。

合理的配慮を行わないことは差別です
　自治労県職労は春季要求提出交渉において、「本庁・新庁間の渡り廊下が滑りやすく、職員、来庁者を問わず、下肢障害者にとっては危険であり、早急に改善していただきたい。」と要求してきました。
　これに対して回答交渉で労務担当局長は、「渡り廊下については、滑りやすい材質ではないと聞いている。」と驚くべき回答をしました。
　障害当事者が「滑りやすくて危険」と訴えているにもかかわらず、誰にとって「滑りやすい材質ではない」と言っているのでしょうか。
　自治労県職労は重ねて「特に雨の日は滑りやすい。全面改修が無理でも、一部カーペットを敷く等、改善を検討していただきたい。」と強く求めました。
　障害者差別解消法が施行され、「神奈川県における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」を策定しても、実際の対応がこれでは、県が障害者差別を本気で解消しようという気があるのか、疑わざるを得ません。
　差別は能動的な差別だけでなく、「合理的配慮」に対応しないことも差別なのです。「滑りやすい材質ではない」の一言で何の対応もしない場合には、まさに「障害者差別」にあたります。
2017春闘要求交渉結果
	項　目
	自治労県職労の要求・主張
	労務担当局長の回答要旨

	過重労働・

不払い残業の撲滅
	・年間360時間、1か月45時間を超える時間外勤務は、労働基準法違反であることを管理監督者に徹底すること。「意識改革」というならまずこれが必須。

・パソコンのログ情報のうち、月30時間・45時間・80時間・100時間超えの実態について、所属別の人数を組合に提供すること。

・上記ログ情報に基づいて、実効ある時間外縮減対策を労使で協議すること。所属ごとの原因の検証と対策が出発点。

・内部管理事務（予算業務や議会対応）を抜本的に見直し、庁内分権を進めるべきである。
・労使で過重労働をなくしていくためにもログ情報を提供すべき。
	・「県働き方改革推進本部」で、今年度の取組方針を決定した。時間外勤務時間の数値目標は、①年720時間以内　②月45時間を上回るのは年6回以内　③月80時間超の職員ゼロとした。この他、年休を年平均15日以上取得する、ストレスチェックの「高ストレス者」の割合を10.6％以下とする目標を決めた。

・目標の実現に向けて、21時以降の時間外勤務の原則禁止、ノー残業デーの徹底、朝夕ミーティングの実施、「家庭の日」の設定等、基本取組みの徹底などを定め、今年度からは月末の「プレミアムフライデー」にも残業を原則なくすこととした。
・内部調整業務等の見直しについても取組みの内容を定めた。
・パソコンのログ情報について、所属別のデータを公表すると悪い影響が出る。現時点で公表することは考えていない。

	適正な人員配置
	・長時間・過重労働職場への適正な人員配置。

・欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

・職業訓練指導員の欠員補充。

・福祉職（児童相談所、生活保護担当）の大幅増員。

・県税事務所や保健福祉事務所の適正な人員配置を。

・短時間再任用職員や非常勤職員が複数配置されている職場の増員。
	・県政が直面する課題は多く、喫緊の課題については的確にスピード感をもって対応する必要がある。仕事の質の向上、行政組織の総合力を推進し、限られた人材で施策を進める必要がある。

・業務そのものの廃止を含めた見直しや、仕事の進め方の抜本的な改革など、あらゆる見直しを行った上で、どのような政策を行うのかの議論をしっかり行い、優先順位を明確にする必要がある。各局の政策判断が重要。
・採用拡大を進めるために、福祉職の年齢制限を30歳から36歳に引き上げた。

	メンタルヘルス対策、労働安全衛生の確立
	・精神科産業医の専任化、産業医を責任者とする専門家チームによる総合的体制の確立を求める。

・メンタル対策への産業医の積極的な関与について、組合との協議を。

・メンタル不全による療養休暇者・休職者が発生した職場の所属長に、産業医への報告を義務付け、産業医が状況を把握できる仕組みを。

・安全衛生委員会の活性化を図ること。

・職員の労働安全衛生を確保するために、時間外においても、冷暖房を稼働させること。労働安全衛生法令の遵守は当然の責任。
	・過重労働対策については、月80時間超の時間外を行った職員全員を対象に産業医による面接を行っている。

・昨年度から、精神科医が出先に出向きメンタル相談を受け付ける場（平塚・横須賀・小田原・厚木合庁）を設けた。今年度も同様に行う。

・メンタルヘルスの課題については、プライバシーに留意し、有効な対策について話し合う。

・安全衛生委員会の開催等について、職員厚生課長通知を発出し、周知・徹底を図った。

・マタハラ防止指針の策定、セクハラ防止指針の改定を行った。ハラスメントのない、良好な職場環境づくりをしていく。

	システムの不具合問題
	・原因を明らかにし、効率よく仕事ができる環境の整備を行うこと。

・システム担当者の過重労働を解消すること。
・不具合によって余計な時間がとられ、業務が進まない状況があるこ

とを当局は重く受け止めるべきだ。
・セキュリティはわかるがメールの添付ファイルの承認は改善を。
	・システムの不具合が発生し、所属や職員に迷惑がかかったことについてお詫びをする。

・すべての原因の特定、完全復旧の目途について、説明する段階には至っていない。
・不具合による実害には、何か工夫があるか人事課に伝える。

・昨年の年度途中から兼務をかけ、新年度は定数を増やして負担を軽減している。

・外部とのメールについて、上司の承認がなくても添付ファイルが使えるように検討中。

	臨任・非常勤・再任用職員の賃金・労働条件改善
	・行政補助員制度の抜本的見直しを求める。

・臨任・非常勤職員について一方的な雇止めを行わないこと。

・職業技術校においては、欠員臨任が多く配置されている。優秀な臨任が正規職員となれるよう、上限年齢の緩和など募集要件の見直しが必要だ。

・年度末や年度当初の繁忙期に臨任職員の空白期間がかかり、仕事が回らず、業務に支障が出ている。空白期間の撤廃を求める。
	・基本的に非常勤職員に時間外勤務を命じることはないが、時間外勤務をさせた場合には、相当する報酬を支払うよう本日付で事務連絡を発出した。

・今年度、非常勤職員について、育児休業・介護休暇の要件緩和等の両立支援策拡充、私傷病のための療養休暇の一部有給化（10日のうち2日）を行った。
・総務省は「地方公務員の臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等の在り方に関する研究会報告書」を公表した。国の動向を踏まえ、臨任・非常勤の処遇について検討を行う。

	ノーマライゼーションの推進
・個々の職員の状況は意向申告時に把握していく。
	・本庁舎駐車場は舗装が大変危険な状態で、本庁舎・新庁舎間の渡り廊下も滑りやすく、障害者には危険、早急に改善を。

・庶務事務システムでは、視覚障害者への対応ができていない。
	・本庁舎・新庁舎間の渡り廊下については、特に滑りやすい材質を使っているわけではない。要求の趣旨は所管課に伝える。
・庶務事務システムの視覚障害者対応については、早急に確認する。



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































